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Ⅰ 法人全般 
 

 

１．法人理念 

 

 

  すべては、ご利用者様の今後のために 
 

 

２．令和４年度における法人の運営方針・施策への取り組み 

令和４年度におきましては、依然として続くコロナ禍で、引き続き部分的な制限を負い

ながらの事業運営が継続されました。また、ご利用者様や法人職員の健康を守るため感染

症予防対策に細心の注意を払いながらの取組みを行ってまいりましたが、事業所内感染者

増加の時期もあり、数日の事業所休止を要するなど運営面において苦心を要した年度でし

た。 

一方、このような運営環境においても、年度後半には国内又は地域においても、時期を

見据えたコロナとの共存の在り方が議論されるなど、わずかながらも先々への光明が見え

始め、当法人の理念遂行のための行動指針スローガンでもあります「すべては、ご利用者

様の今後のために」を合言葉とした支援取組みが前年度に引き続きしっかりとなされたも

のと考えております。 

令和４年度は、法人設立より５期目の年度となり、一定程度の安定した運営が継続され



ていますが、より一層の課題解決や更なる目標への着実な取組みを行いながら法人役職員

全員を対象とした法人理念の理解・浸透及び実現に向けた行動を継続的に実施いたしまし

た。 

ご利用者様に対する支援においては、福祉サービス事業所利用の枠内のみにおける今の

課題解決を考え取り組むのではなく、あくまでも、ご利用者様が長い人生を過ごし生活す

る住み慣れた地域の中で、障がいの有無にかかわらず役割をもって過ごすことができるよ

う長期的視野にたった支援に、法人役職員全員が統一した取り組みを行ってまいりました。 

令和４年度におきましては、徐々にではありますが、これら取組みの成果が就労面や日

常生活面におけるステップアップとして形となりつつあることを実感することができま

した。 

当法人は、今後とも地域の社会資源である社会福祉法人として、更に進展させるべき地

域共生社会又はダイバーシティ社会の実現を見据え、多様性を尊重し、多様性に共感し、

多様性を活用することで、地域社会における新たな価値創出や持続的な成長などにつなげ

られるよう取組みを行ってまいる所存です。 

 

３．法人の概況 

（１） 概要 

法人名 社会福祉法人 Ｓｉｇｎ 

法人代表者 理事長 正岡 弘樹 

法人所在地 

〒794-0831 

愛媛県今治市八町東六丁目４番２２号 

ＴＥＬ：0898-48-5200 

ＦＡＸ：0898-48-5310 

法人開設日 平成３０年６月 

拠点事業所 

所在地 

 八町拠点 

〒794-0831 

愛媛県今治市八町東６丁目４番２２号 

・ 法人本部事務局 

・ 多機能型事業所パドル（就労移行支援/就労継続支援 B 型） 

 八町拠点鐘場町サテライト 

〒794-0004 

愛媛県今治市鐘場町２丁目２番３５号 

・ パドル製麺所（就労継続支援 B型） 

 馬越拠点 

〒794-0062 

愛媛県今治市馬越町３丁目２番２号 

・ 多機能型事業所プリズム（生活介護/自立訓練（生活訓練）） 

・ 相談支援事業所 Any（特定相談支援/障害児相談支援） 

 



（２） 沿革 

平成 22 年 4 月 
フリースペースＳｉｇｎを個人開業。不登校児やひきこもりの

方に対する支援事業を開始 

平成 23 年 4 月 一般社団法人Ｓｉｇｎ設立、法人へ組織変更 

平成 23 年 6 月 今治市別名にて自立訓練（生活訓練）事業所プリズムを開設 

平成 25 年 8 月 
今治市八町東にて就労移行支援事業所パドル、菊間町にて就労

継続支援 B型事業所アライブを開設 

平成 26 年 6 月 
就労継続支援 B型事業所アライブを就労移行支援事業所パドル

敷地内へ移設 

平成 27 年 7 月 
就労移行支援事業所パドル・就労継続支援Ｂ型事業所アライブ

を統合し、多機能型事業所パドルを開設 

平成 28 年 4 月 今治市唐子台にて地域活動支援センターアライブを開設 

平成 30 年 7 月 
社会福祉法人Ｓｉｇｎ設立、一般社団法人Ｓｉｇｎの解散に伴

い実施事業を引継ぎ 

平成 31 年 4 月 

多機能型事業所パドルにて実施する就労継続支援 B 型事業の従

たる事業所を市内鐘場町に開設、製麺作業を通じた就労継続支

援を開始 

令和 1年 9月 
地域活動支援センター事業を終了のため、アライブ事業所を閉

所 

令和 2年 8月 

自立訓練（生活訓練）事業所プリズムを今治市別名から今治市

馬越へ移転、多機能型事業所プリズムとして新規に生活介護事

業を追加開始 

令和 4年 3月 
馬越拠点内に相談支援事業所 Any 開設、特定相談支援事業を開

始 

令和 4年 7月 相談支援事業所 Anyにて、障害児相談支援事業を追加開始。 

 

（３） 事業内容 

第二種社会福祉事業 

事業所名 実施事業種別 定員 事業開始年月日 

多機能型事業所パドル 
就労移行支援 20 名 平成 30 年 7 月 1 日 

就労継続支援 B型 10 名 平成 30 年 7 月 1 日 

パドル 就労継続支援 B型 10 名 平成 31 年 4 月 1 日 

多機能型事業所プリズ

ム 

自立訓練（生活訓練） 20 名 平成 30 年 7 月 1 日 

生活介護 20 名 令和 2年 8月 1日 

相談支援事業所 

Ａｎｙ 

特定相談支援 - 令和 4年 3月 15 日 

障害児相談支援 - 令和 4年 7月 15 日 

 

 

 

 

 



（４） 役員・評議員の状況（令和５年３月３１日現在） 

① 役員 

 

 

 

② 評議員 

 

 

役職名 氏名 職業 要件区分等 任期
親族等

特殊関係

理事⾧ 正岡 弘樹
社会福祉法人

Sign理事⾧
経営識見者 令和４年６月２３日～令和６年定時評議員会終結時 無

理事 阪上 太介 自営業 その他 令和４年６月２３日～令和６年定時評議員会終結時 無

理事 中矢 真由美 看護師 福祉関係者 令和４年６月２３日～令和６年定時評議員会終結時 無

理事 末竹 伸
社会福祉法人

Sign社員
施設管理者 令和４年６月２３日～令和６年定時評議員会終結時 無

理事 窪田 由香
社会福祉法人

Sign社員
施設管理者 令和４年６月２３日～令和６年定時評議員会終結時 無

理事 鴨川 康彦
社会福祉法人

Sign社員
経営識見者 令和４年６月２３日～令和６年定時評議員会終結時 無

監事 田向 伸吾 会社役員 財務識見者 令和４年６月２３日～令和６年定時評議員会終結時 無

監事 日吉 祐一 会社役員 事業識見者 令和４年６月２３日～令和６年定時評議員会終結時 無

社会福祉法人Ｓｉｇｎ 役員名簿

役職名 氏名 職業 任期

評議員 越智 保人 会社員 令和４年６月２３日～令和８年定時評議員会終結時

評議員 神村 亜貴子 主婦 令和４年６月２３日～令和８年定時評議員会終結時

評議員 冠 浩一 法人役員 令和４年６月２３日～令和８年定時評議員会終結時

評議員 佐伯 忠亮 法人代表者 令和４年６月２３日～令和８年定時評議員会終結時

評議員 竹内 宣幸 会社員 令和４年６月２３日～令和８年定時評議員会終結時

評議員 村上 卓美 主婦 令和４年６月２３日～令和８年定時評議員会終結時

評議員 森岡 朋子 自営業 令和４年６月２３日～令和８年定時評議員会終結時

社会福祉法人Ｓｉｇｎ 評議員名簿



   （５）職員の状況（令和５年３月３１日現在） 
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多機能型事業所パドル 
１ 

１１  １  １３ 

パドル １    1 

多機能型事業所プリズム １ １ ５ ２ １  ９ 

相談支援事業所Ａｎｙ １ - ３    ４ 

法人本部事務局 １    １  ２ 

合計 ３ ２ ２０  ２  ２９ 

 

４．法人の組織体制 

 

 

 

 

 

主たる事業所
（八町事業所）

評議員選任・解任委員会
（監事1名、事務局員1名、

外部委員1名）

評議員会
（評議員７名）

理事会
（理事６名）

理事長：正岡　弘樹

監事会
（監事２名）

業務推進役

法人本部
八町拠点 馬越拠点

多機能型事業所パドル パドル（製麺所） 多機能型事業所プリズム 相談支援事業所Any

障害児相談支援
従たる事業所

（鐘場町製麺所）

社会福祉法人Ｓｉｇｎ　組織体系図

事務局長 管理者 管理者 管理者

事務局 就労移行支援事業

就労継続支援Ｂ型事業

自立訓練（生活訓練）事業 生活介護事業 特定相談支援事業

全体会議 各種委員会



５．理事会、評議委員会等の開催 

（１） 理事会 

開催年月日 出席者/定数 議題 決議内容 

令和 4年 

4 月 25 日 

６/６ 

（決議省

略） 

1. 事業所管理者任免人事

についての承認の件 

1. 原案通り可決 

令和 4年 

6 月 8日 
６/６ 

1. 令和 3 年度事業報告及

び令和 3 年度決算の承

認の件 

2. 次期役員候補者の選定

の件 

3. 次期評議員候補者の選

定の件 

4. 新規事業計画及び定款

変更について 

5. 令和 4 年度評議員選任・

解任委員会の招集の件 

6. 令和 4 年度定時評議員

会の招集の件 

理事長の職務執行状況の報

告の件 

1. 原案通り可決 

2. 原案通り可決 

3. 原案通り可決 

4. 原案通り可決 

5. 原案通り可決 

6. 原案通り可決 

令和 4年 

6 月 24 日 
５/６ 

1. 新理事就任に伴う理事

長選任の件 

2. 多機能型パドル管理者

任免の件 

3. 経理規程及び経理規程

細則の一部改定の件 

1. 原案通り可決 

2. 原案通り可決 

3. 原案通り可決 

令和 4年 

9 月 6日 

６/６ 

（決議省

略） 

1. 事業所管理者任免人事

についての承認の件 

1. 原案通り可決 

令和 4年 

12 月 15 日 

６/６ 

（決議省

略） 

1. 賃金規程の一部改定に

ついての承認の件 

理事長の職務執行状況の報

告の件 

1. 原案通り可決 

令和 5年 

3 月 24 日 
５/６ 

1. 令和 5 年度事業計画案

についての承認の件 

2. 令和 5 年度収支予算案

についての承認の件 

3. 事業所管理者任免人事

についての承認の件 

1. 原案通り可決 

2. 原案通り可決 

3. 原案通り可決 

 

 

 

 

 



（２） 評議員会 

開催年月日 出席者/定数 議題 決議内容 

令和 4年 

6 月 23 日 
７/７ 

評議員任期終了及び次期評

議員選任についての報告 

1. 令和 3 年度事業報告及

び令和 3年度決算（計算

書類等）の承認の件 

2. 次期役員選定の件 

3. 新規事業計画の及び定

款変更に関する承認の

件 

1. 原案通り可決 

2. 原案通り可決 

3. 原案通り可決 

 

（３） 評議員選任・解任委員会 

開催年月日 出席者/定数 議題 決議内容 

令和 4年 

6 月 17 日 
３/３ 

1. 時期評議員の選任につ

いての決議 

1. 原案通り可決 

 

 

６．職員外部研修受講状況 

日付 研修名 主催 参加数 

令和 4 年 7 月 20 日～

22 日 
令和 4 年度就業支援基礎研修 愛媛県障害者職業センター １ 

令和 4 年 8 月 27 日～

28 日 

令和 4 年度愛媛県障がい者相談支

援従事者初任者研修 
愛媛県 ３ 

令和 4 年 9 月 11 日 ピュアカウンセリング公開講座 CIL 星空 ３ 

令和 4 年 9 月 15 日 安全運転管理者講習 
愛媛県安全運転管理者連絡協

議会 
１ 

令和 4 年 9 月 15 日～ 

令和 4 年度愛媛県キャリア教育・

就労支援充実事業学校公開セミナ

ー 

愛媛県 １ 

令和 4 年 9 月 15 日 ギャンブル等依存症対策研修会 愛媛県心と体の健康センター １ 

令和 4 年 10 月 1 日～

2 日 

愛媛県サービス管理責任者・児童

発達支援管理責任者基礎研修 
愛媛県社会福祉士会 １ 

令和 4年 10月 22日～

23 日 

愛媛県サービス管理責任者・児童

発達支援管理責任者基礎研修 
愛媛県社会福祉士会 １ 

令和 4 年 10 月 28 日 若者自立！支援フォーラム 2022 東予若者サポートセンター ２ 

令和 4 年 11 月 11 日 

令和 4 年度愛媛県精神障がい者支

援の障がい特性と支援技法を学ぶ

研修 

愛媛県精神保健福祉士会 １ 

令和 4 年 12 月 6 日 
令和 4 年度今治市障がい者虐待防

止研修 
今治市  

令和 5 年 2 月 21 日 

令和 4 年度愛媛県サービス管理責

任者・児童発達支援管理責任者更

新研修 

愛媛県社会福祉士会 ２ 

令和 5 年 2 月 20 日 令和 4 年度権利擁護セミナー 愛媛県 １ 

令和 5 年 3 月 27 日 令和 5 年度新入社員研修会 今治商工会議所 ２ 

 



Ⅱ 法人の運営方針・施策 

 

１．法人運営の基本方針 

（１） 行動理念の理解・浸透 

法人役職員全員が、全ての取り組み行動の原点は、基本理念にあることの完全浸

透に取り組む。 

（２） 運営の適正化・健全化 

地域における社会福祉への貢献が切れ目なく実施できるよう、適正かつ安定した

事業経営体質づくりに取り組む。 

（３） 地域の生活環境づくりへの取り組み 

多様化する地域社会のニーズや将来予測を的確に捉え、法人として地域貢献が持

続できるよう、地域包括ケアシステムを見据えた新たな福祉サービス等への取り

組みに努める。 

 

２．法人の重点施策 

（１） 法人組織体制の強化 

① 運営体制の強化 

・ 理事会、評議員会をはじめ、必要に応じた部会を開催し、協議・検討や調

整に基づく組織運営の強化を図る。 

↓ 

 引き続くコロナ禍の影響により、理事会開催の一部が参集対面にて

開催できない回があったが、電話連絡等による補足の説明にてスム

ーズな協議が行えた。 

 組織運営の重要事項等について、定期的な幹部会議の開催により協

議・検討が適切に実施できた。 

 各種会合にて議論された組織運営に関する重要事項については、定

期的に開催される職員全体会議にて周知することで全職員の統一し

た取組みに反映させることができた。 

② 情報共有の強化 

・ 全役職員間で、必要な情報が漏れなく共有できるよう、その仕組み作り

に取り組み、組織力の強化を図る。 

↓ 

 スマホを利用した業務用連絡ソフトの導入により、タイムリーな報

告・連絡・相談や各種情報の共有が可能となり情報共有の強化が図

られた。 

 



③ 人材育成・定着 

・ 理念を共有し、情勢や環境の変化に柔軟に対応できる人材の育成・定着

に取り組み、組織力の強化を図る。 

↓ 

 理念の具現化に関する勉強会や全体研修及び個別研修派遣を可能な

限り積極的に実施し人材の育成に一定の効果が見られた。 

 更なる離職率低減の課題に対する工夫取組みを要する。 

（２） 法人運営基盤の強化 

① 地域の社会生活環境づくりへの挑戦 

・ 地域の福祉ニーズを的確に捉えたサービスの提供を行う。 

↓ 

 ご利用者様、保護者様や地域の関係機関等との積極的な情報交換や

情報共有に注力し、ご利用者の今後を見据えた支援を実施すること

ができた。 

・ 地域に開かれた、相談窓口としての機能を強化する。 

↓ 

 相談支援事業所を開設し、特定相談支援及び障害児相談支援を開始

したことにより相談機能の強化を図ることができた。 

 障がい福祉サービスについて、地域の学校や関係機関へ積極的に広

報を行ったり、見学・体験会を開催したりすることにより、相談件

数の増加が見られた。 

・ ご利用者様の将来にわたる地域生活に目を向け、行政や関係各所と連携

を密にした支援を行う。 

↓ 

 地域内の各種学校関係者や関係機関との連携や情報共有に積極的に

取り組んだ。 

・ 将来にわたり新規事業への取組みを行い、法人機能を強化することによ

り地域の総合的福祉拠点となることを目指す。 

↓ 

 経営会議等を開催し、長期的な目標計画を策定し、新規事業等の検

討を実施した。 

② 適正な資金管理や事業収支の管理強化 

・ 目標や実態に沿った、適正な予算作成を行う。 

・ 月次決算管理を強化し適正な収支バランスを維持する。 

・ 事業所規模に応じたサービス収入の最大確保を図る。 

・ 収入に対する経費比率、特に人件費比率の管理を強化する。 

↓ 



 法人本部を中心に月次決算報告や状況の把握、予算執行状況の確認

等を行い、資金管理の強化に取り組んだ。 

 事業所稼働率向上のための施策を計画、実施し収入増加を図った。 

 事業収益に応じた適正な人件費管理を実施した。 

 

（３） 働き方改革への取り組み 

① 子育て支援の更なる推進 

・ 育児や出産など、家庭生活と仕事を両立する環境整備づくり 

・ 有休休暇、育児・介護休業、子の看護休暇等の取得を推進 

・ 「お互い様」の風土づくりの推進 

↓ 

 子育て家庭に対して、有給休暇や子の看護休暇の積極的取得を推進

した。 

 子育てに関して、必要な休みや時短を「お互い様」と受け止める職

場風土ができている。 

 法人全体で子育て家庭を支援する仕組みが継続されている。 

② 女性の活躍推進に向けた取り組み 

・ 女性労働者の採用や昇進などの機会を促進 

・ 女性役職者の積極的登用推進 

・ 女性活躍のための研修実施 

↓ 

 女性管理者を登用や昇進を実施した。 

 女性活躍に必要な研修を行った。 

③ 業務効率化の推進 

・ 事務処理業務を中心としたＩＣＴ化推進し業務の効率化を図る。 

↓ 

 全職員への PC 貸与、業務用ネットワーク連絡ツール導入。 

 手書書類作成や紙ベースでの回覧等を可能な限り廃止し、デジタル

化による効率化を図った。 

（４） 安全管理 

① 災害対策 

・ 地震、風水害、火災等の起こりうる災害に備え、対策マニュアル・計画

の点検や周知を図る。 

・ 災害を想定した避難訓練を定期的に実施する。 

↓ 

 災害対策関係のマニュアル見直しを実施。 

 火災、地震、風水害の発生を想定した避難訓練を年間 3 回実施した。 



② 事故予防、事故対応 

・ 日常的に、ヒヤリハット収集を行い、事故予防を図る。 

・ 事故発生時は、迅速な対処が行えるよう、報告や指示体制を強化する。 

・ 事故発生の際は漏れなく記録を行うとともに必要に応じ行政への報告を

徹底し、原因究明と再発防止に取り組む。 

↓ 

 事故発生防止を目的とした、ヒヤリハット事例の収集及びその評価

検討を実施。 

③ 衛生管理 

・ 日常清掃、定期清掃や消毒、廃棄物の適正な処理を行い、環境整備を図

る。 

・ 職員の定期健診や予防接種を行い、予防衛生管理を図る。 

↓ 

 新型コロナウイルス感染症の感染予防策について、行政指導に沿っ

て可能な限りの対策を継続して実施。 

 定期健診や予防接種を実施し職員の健康管理が行えた。 

 

 

Ⅲ 多機能型事業所パドル 

 

１．基本方針 

（１） 保護者亡き後や今後長らく地域で自立生活できることを想定し、ご利用者の就職・

就労を単なる到達点とせず、就職・就労後もご利用者様が困らないこと、長く生

活の収入基盤を定着させることができることを到達点とした支援を行う。 

（２） 「すべては利用者様の今後のために」を全職員の統一行動スローガンとして支援

に反映させる。 

（３） 職員の誰かが支援するのではなく、ご利用者様に対して、全員が等しく全力で支

援を行う。 

 

２．重点目標 

（１） 就労移行支援事業 

① 学校新卒者を対象とした新規支援者拡大の取組み 

↓ 

 特別支援学校やその他地域の学校へサービス説明会や体験・見学会を実

施した結果、新卒者の新規支援者の利用があった。 

 



② 年間就職者数１０名以上を目指す。 

↓ 

 年間就職者数６名 

③ 年間就労定着率３０％以上を目指す。 

↓ 

 年間就労定着率２７．５％ 

（２） 就労継続Ｂ型事業 

① 前年度比での平均工賃の向上を目指し、就労意欲向上を図る。 

↓ 

 平均月額工賃１３，６６１円（前年度比１，００５円減） 

② 年間就職者数２名以上を目指す 

↓ 

 年間就職者数１名 

③ 年間就労定着率１０％以上を目指す。 

↓ 

 年間就労定着率１５％ 

 

３．取組み計画 

（１） 就労移行支援事業 

① 業務計画 

A) 就労対象先の開拓と就労先のニーズ把握を行う。 

↓ 

 地域の事業所様への訪問や提案を実施。 

B) ご利用者の適性や希望を明確に把握し、就労に結び付く支援を行う。 

↓ 

 モニタリングや担当者会議等の機会に保護者様を含めて聞き取りや

提案を実施。 

 実習を通じて適正評価や感想の聞き取りを実施。 

 

C) 就労後の定着を想定した社会人マナーの習得や体力、精神づくりを行う。 

↓ 

 毎日接遇マナー勉強会を実施、実習や施設外就労先にて実践指導を

行った。 

 休まず毎日通所する習慣づくりを指導。 

D) 学校関係者や地域への積極的アプローチを実施し、新規利用者の受け入

れ増加を図る。 

↓ 



 学校関係への訪問、説明会の実施や体験・見学会を通じて新規利用

者の受け入れを行った。 

② 生活支援 

A) ご利用者の健康状態や精神状態を随時的確に把握し、主治医や関係医療

機関等との連絡を密にしながら、課題の把握、改善を図る 

↓ 

 主治医及び関係医療機関との情報交換や情報共有を行うとともに、

課題認識の共有も積極的に行った。 

B) 事業所外における日常生活面についても関与し、生活面の課題解決から

も就労定着につながるよう取組みを行う。 

↓ 

 関係機関とも協力しながら、就労にも関連する生活習慣上の課題や

支援方法を把握、検討し就労定着を見据えた支援を実施した。 

C) 相談支援体制を充実させ、ご利用者様がより相談しやすい体制を整える。 

↓ 

 相談支援事業所との情報共有や連携を深め、ご利用者様が相談しや

すい体制や方法を実施した。 

（２） 就労継続Ｂ型事業 

① 業務計画 

A) 製麺所製品の販売ルートを拡大し、売り上げの向上を図る。 

↓ 

 地域の事業所様への職域販売開拓に取り組んだ。 

B) イベント出張販売を行い、売り上げの向上を図る。 

↓ 

 コロナ禍のためイベント開催制限あったが、可能な限りイベント出

店、販売が実施できた。 

C) ご利用者様が B 型に留まり続けることなく、B 型からの就労、定着がで

きるよう支援を行う。 

↓ 

 B 型ご利用者様への継続した就労への課題に取り組むことで、B 型

ご利用者様の就職や就職後の定着実績を得ることができた。 

② 生活支援 

A) ご利用者の健康状態や精神状態を随時的確に把握し、主治医や関係医療

機関等との連絡を密にしながら、課題の把握、改善を図る。 

↓ 

 主治医や医療関係機関への情報提供を積極的に行い、生活面の課題解決

に向けた支援についての認識を共有することに努めた。 



B) 事業所外における日常生活面についても関与し、生活面の課題解決から

も就労定着につながるよう取組みを行う。 

↓ 

 関係機関とも協力しながら、就労にも関連する生活習慣上の課題や支援

方法を把握、検討し就労定着を見据えた支援を実施した。 

C) 相談支援体制を充実させ、ご利用者様がより相談しやすい体制を整える。 

↓ 

 相談支援事業所との情報共有や連携を深め、ご利用者様が相談しやすい

体制や方法を実施した。 

 

４．利用実績 

（１） 就労移行支援 

① 利用実績 

年度/月 月日数 開所日数 利用実人数 
利用延人数 
（除欠席） 

R４年４月 ３０ ２３ ２２ ４４２ 

５月 ３１ ２２ ２２ ４２７ 

６月 ３０ ２４ ２５ ５１４ 

７月 ３１ ２３ ３１ ５３０ 

８月 ３１ ２１ ２８ ４４３ 

９月 ３０ ２２ ２２ ３７８ 

１０月 ３１ ２３ ２２ ４１２ 

１１月 ３０ ２２ １９ ３５３ 

１２月 ３１ ２１ １８ ２７６ 

R５年１月 ３１ ２１ １７ ３２０ 

２月 ２８ ２１ １７ ３２６ 

３月 ３１ ２４ １８ ３９５ 

年度合計 ３６５ ２６７ ２６１ ４９１６ 

月平均 ３０．４ ２２．３ ２１．８ ４０１．３ 

② 一般就労実績 

就職年月日 就職先 就職者数 

令和４年４月７日 （株）ティートレード １名 

令和４年９月３０日 （株）眞木 １名 

令和４年１０月４日 セブンイレブン １名 

令和４年１１月７日 越智宗（株） １名 

令和４年１２月１２日 四国溶材（株） １名 

令和５年１月２４日 スシロー １名 



就職者数合計 ６名 

③ ６カ月以上就労定着実績 

就職年月日 就職先 就職者数 

令和４年１月１１日 一広（株） １名 

令和４年１月１５日 ホテルクラウンヒルズ今治 １名 

令和４年４月７日 （株）ティートレード １名 

就職者数合計 ３名 

（２） 就労継続支援 B 型 

① 利用実績 

年度/月 月日数 開所日数 利用実人数 
利用延人数 
（除欠席） 

R４年４月 ３０ ２３ ２２ ４６２ 

５月 ３１ ２２ ２２ ４３９ 

６月 ３０ ２４ ２３ ５０７ 

７月 ３１ ２３ ２３ ５０７ 

８月 ３１ ２１ ２５ ４６２ 

９月 ３０ ２２ ２４ ４５５ 

１０月 ３１ ２３ ２３ ４８２ 

１１月 ３０ ２２ ２５ ４８２ 

１２月 ３１ ２１ ２５ ３７８ 

R５年１月 ３１ ２１ ２３ ４２６ 

２月 ２８ ２１ ２２ ４２４ 

３月 ３１ ２４ ２１ ４５５ 

年度合計 ３６５ ２６７ ２７８ ５４７９ 

月平均 ３０．４ ２２．３ ２３．２ ４５６．６ 

② 一般就労実績 

なし 

③ ６カ月以上就労定着実績 

就職年月日 就職先 就職者数 

令和３年１１月２２日 （株）新来島フレンドシップ １名 

令和４年１月１１日 一広（株） １名 

令和４年３月１６日 ネッツトヨタ瀬戸内（株） １名 

就職者数合計 ３名 

④ 一人あたり平均工賃月額 

１３，６６１円（令和３年度比で１，００５円の減額） 

 



 

５．年間行事報告 

月 事業所行事 支援行事等 

４月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

花見行事 

５月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
決算監査 

災害避難訓練（風水害） 

６月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
定例理事会 
定時評議員会 

 

７月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

災害避難訓練（地震・火災） 

８月 

夏季休暇 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

大掃除 

９月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

 

１０月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
職員定期健康診断 

 

１１月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

災害避難訓練（火災） 

１２月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
大掃除 

クリスマス＆忘年会 
大掃除 

１月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
次期予算・事業計画策定 
定例理事会 

初詣 
書初め 

２月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

日帰り旅行 

３月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

 



※ 個別支援計画（同意、モニタリング、アセスメント）については随時実施 

 

 

Ⅳ 多機能型事業所プリズム 

 

１．基本方針 

（１） 保護者亡き後や今後長らく地域で生活し続けることを想定し、これに対するご利

用者様ごとの課題解決に向けた支援を行う。 

（２） ご利用者様ごとの課題に応じたステップアップを念頭に置いた支援を行う。 

（３） 「すべては利用者様の今後のために」を全職員の統一行動スローガンとして支援

に反映させる。 

（４） 職員の誰かが支援するのではなく、ご利用者様に対して、全員が等しく全力で支

援を行う。 

 

２．重点目標 

（１） 自立訓練（生活訓練）事業 

① 都度きめの細かいアセスメントを実施し、利用期限内にご利用者様の課題解

決及びステップアップが図れるよう計画的支援を行う。 

↓ 

 課題解決の必要性に応じたアセスメントを都度行いながら、個別支援計

画の実施・見直しを継続して行った。 

② 訓練期間内における支援実施によるステップアップ成果として、就労移行挑

戦者の輩出に取り組む 

↓ 

 個別のステップアップ支援の一環として、プログラムに作業等の就労実

践訓練を組み入れた支援を実施した。 

③ 生活訓練制度の必要性や有用性等について、学校関係者や地域等へより認知

されるよう活動を行い、新規利用者増加を図る。 

↓ 

 学校関係者への事業所説明会やサービス内容説明会を実施するとともに、

見学体験会を催した。 

（２） 生活介護事業 

① 都度きめの細かいアセスメントを実施し、ご利用者様の課題解決及びステッ

プアップが図れるよう計画的支援を行う。 

↓ 

 課題解決の必要性に応じたアセスメントを都度行いながら、個別支援計



画の実施・見直しを継続して行った。 

② ご利用者の特性に留意しつつ、地域イベントへの積極的参加の機会を提供し

交流を促進する。 

↓ 

 地域のボランティア活動や、地域イベント等に積極的に参加し交流の機

会を持つことにより、地域の方々の障がい者への理解の機会を得た。 

③ 地域内において、生活介護サービスの存在と意義を知ってもらえる機会を設

ける。 

↓ 

 事業所見学会や体験会を開催し生活介護サービスを知っていただく機会

を設けた。 

 

３．取組み計画 

（１） 自立訓練（生活訓練） 

① 業務計画 

A) ステップアップによる就労移行挑戦者、年間１０名以上輩出する。 

↓ 

 ステップアップによる就労移行挑戦者３名 

B) 新規利用者、年間１０名以上 

↓ 

 新規利用者、６名 

② 生活支援 

A) 事業所外における日常生活面についても関与し、生活面の課題解決から

も就労定着につながるよう取組みを行う。 

↓ 

 関係機関等との情報共有により生活全般の課題を抽出し、協力して解決

支援に取り組んだ。 

B) 相談支援体制を充実させ、ご利用者様がより相談しやすい体制を整える。 

↓ 

 事業所担当者からの働きかけや、相談支援専門員との連携を強化し、相

談しやすい態勢づくりを行った。 

C) ご利用者の健康状態を的確に把握し、主治医や関係医療機関等との連絡

を密にしながら、健康の維持管理を行う。 

↓ 

 主治医や医療関係機関への情報提供を積極的に行い、生活面の課題解決

に向けた支援についての認識を共有することに努めた。 

 



（２） 生活介護事業 

① 業務計画 

A) 新規利用者、年間１０名以上 

↓ 

 新規利用者、２名 

B) 年間稼働率、７０％以上 

↓ 

 年間平均稼働率、５９．３％ 

② 生活支援 

A) ご利用者様が生きがいを持って生活できるよう、生産活動への参加を図

る。 

↓ 

 ご利用者様が地域社会の中で役割や生きがいを得ながら生活できるよう、

地域の企業様の協力のもと、生産作業を行っている。 

B) 障害・年齢に関係なく参加できるお茶会・お出かけ企画など一緒に楽し

める企画を定期的に計画する。 

↓ 

 ご利用者様個別の状態等を勘案した、行事等を企画し定期的に実施した。 

C) ご利用者の健康状態を的確に把握し、主治医や関係医療機関等との連絡

を密にしながら、健康の維持管理を行う。 

↓ 

 主治医や医療関係機関への情報提供を積極的に行い、生活面の課題解決

に向けた支援についての認識を共有することに努めた。 

 

５．利用実績 

（１） 自立訓練（生活訓練） 

年度/月 月日数 開所日数 利用実人数 
利用延人数 
（除欠席） 

R４年４月 ３０ ２３ １６ ３３１ 

５月 ３１ ２２ １６ ２７９ 

６月 ３０ ２４ １６ ２９３ 

７月 ３１ ２３ １３ ２４７ 

８月 ３１ ２１ １３ ２２１ 

９月 ３０ ２２ １４ ２５５ 

１０月 ３１ ２３ １５ ２６９ 

１１月 ３０ ２２ １９ ３２３ 

１２月 ３１ ２１ １９ ２９８ 



R５年１月 ３１ ２１ １８ ２９５ 

２月 ２８ ２１ １７ ２７７ 

３月 ３１ ２４ １５ ２７２ 

年度合計 ３６５ ２６７ １９１ ３３４０ 

月平均 ３０．４ ２２．３ １５．９ ２７８．３ 

（２） 生活介護 

年度/月 月日数 開所日数 利用実人数 
利用延人数 
（除欠席） 

R４年４月 ３０ ２３ １５ ２８５ 

５月 ３１ ２２ １５ ２６７ 

６月 ３０ ２４ １６ ２７７ 

７月 ３１ ２３ １５ ２６７ 

８月 ３１ ２１ １４ ２５２ 

９月 ３０ ２２ １４ ２５０ 

１０月 ３１ ２３ １４ ２６２ 

１１月 ３０ ２２ １３ ２３０ 

１２月 ３１ ２１ １３ ２０９ 

R５年１月 ３１ ２１ １４ ２６１ 

２月 ２８ ２１ １４ ２６５ 

３月 ３１ ２４ １６ ３４７ 

年度合計 ３６５ ２６７ １７８ ３１７２ 

月平均 ３０．４ ２２．３ １４．４ ２６４．３ 

 

６．年間行事報告 

月 事業所行事 支援行事等 

４月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

花見行事 

５月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
決算監査 

災害避難訓練（風水害） 

６月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
定例理事会 
定時評議員会 

 

７月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

災害避難訓練（地震・火災） 



８月 

夏季休暇 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

大掃除 

９月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

 

１０月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
職員定期健康診断 

 

１１月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

災害避難訓練（火災） 

１２月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
大掃除 

クリスマス＆忘年会 
大掃除 

１月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
次期予算・事業計画策定 
定例理事会 

初詣 
書初め 

２月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

日帰り旅行 

３月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

 

※ 個別支援計画（同意、モニタリング、アセスメント）については随時実施 

 

 

Ⅴ 相談支援事業所 

 

１．基本方針 

（１） 保護者亡き後や今後長らく地域で生活し続けることを想定し、これに対するご利

用者様ごとの課題解決に向けた支援を行う。 

（２） ご利用者様ごとの課題に応じたステップアップを念頭に置いた支援を行う。 

（３） 「すべては利用者様の今後のために」を全職員の統一行動スローガンとして支援

に反映させる。 

（４） ご利用者おひとりおひとりの人間性や思いを尊重し、ご本人や保護者様、又は地

域関係機関等が安心して相談できるサービスの提供に努める。 



２．重点目標 

（１） 特定相談支援事業・障害児相談支援事業 

① 地域に開かれた、気軽に相談できる窓口づくりを行う。 

↓ 

 地域の各種会合やイベント参加等を通じて、気軽に相談できる窓口であ

ることの広報に努めた。 

② 相談ご利用者様とサービス利用についての関りのみではなく、その方の今後

のための広範囲な支援やコーディネート役としての機能を整備する。 

↓ 

 公的サービスのにみ特化したコーディネートではなく、ご利用様の今後

の地域生活を見据えた課題の抽出や、その解決のため地域資源をフル活

用したコーディネートを実施した。 

③ ご利用者様、保護者様、行政機関や関係事業所の方々との連携やコミュニケ

ーションを活発に行いご利用者様の目指す支援に結び付ける働きを行う。 

↓ 

 ご利用者様を中心に関係各所、各機関等への情報提供や情報収集を行い、

共通した理解、認識に基づき支援計画を策定することに努めた。 

 

３．取組み計画 

（１） 特定相談支援事業・障害児相談支援事業 

① 業務計画 

A) 開設時において相談支援利用者数６０名以上 

↓ 

 相談支援利用者数、１０１名 

B) 新規利用者、年間５名以上 

↓ 

 新規利用者、１０１名 

② 生活支援 

A) 事業所サービス利用外の日常生活面についても関与し、生活面の課題解

決につながるよう取組みを行う。 

↓ 

 関係機関等との情報共有により生活全般の課題を抽出し、協力して解決

支援に取り組んだ。 

B) ご利用者様がより相談しやすい体制を整える。 

↓ 

 直接サービス以外の日常生活全般に係る相談にも対応する体制とし、専

門性のある機関や関係者への紹介等を行った。 



C) ご利用者の健康状態を的確に把握し、主治医や関係医療機関等との連絡

を密にしながら、健康の維持管理を行う。 

↓ 

 主治医や医療関係機関への情報提供を積極的に行い、生活面の課題解決

に向けた支援についての認識を共有することに努めた。 

 

４．年間計画 

月 事業所行事 

４月 懇親会 
職場内研修 

５月 職場内研修 
決算報告準備 

６月 職場内研修 
定例理事会 
定時評議員会 

７月 職場内研修 

８月 夏季休暇 
懇親会 
職場内研修 

９月 職場内研修 
職員定期健康診断 

１０月 職場内研修 

１１月 職場内研修 

１２月 懇親会 
大掃除 
職場内研修 

１月 職場内研修 
次期予算・事業計画策定 
定例理事会 

２月 職場内研修 

３月 職場内研修 

 


